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   The bank-full channel characteristics for gravel bed and sand bed alluvial rivers are investigated 
theoretically and empirically. Two sets of equations for describing the bank-full channel width and 
average depth for gravel bed and sand bed alluvial rivers are obtained. One satisfies rational regime 
relations, the other satisfies a dynamic equilibrium condition for stable channels. Using these sets of 
equations, a dynamic equilibrium condition for stable channels is identified. Then existing data of natural 
rivers in Japan is used to verify these sets of equations as well as the dynamic equilibrium condition for 
stable channels. The condition is found to well match with the data of natural rivers with sediment size 
ranging from sand to gravel. 
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１．はじめに 

 

 現在，多自然を基本とすることが川づくりの原則と

なっている．しかし実際は河川の治水機能と環境機能に

は相反する要素も多く，また両機能のバランスを図るた

めの河川技術も未熟な状態にあるのが実情である．河道

にある流量が与えられたとき，そこでの流下能力と河道

の安定性は，供給土砂の質と量，河道の平面・縦断・横

断特性，中小河床形態，植生の繁茂状況，水理構造物の

設置状況，支川の合流などによって決まってくる．した

がって，これらを的確に評価した上で計画や管理に反映

させることが重要となるが，これまでは主に流下能力，

すなわち河積確保に主眼が置かれ，どちらかといえば河

道の維持や経済的設計にとって不可欠な河道の安定性は

置き去りにされてきた感がある．しかし今日では，河積

確保と河道の安定性の両要素を踏まえた合理的な計画・

設計が求められており，それに環境機能をどう盛り込ん

でいけるのかが前述した「川づくりの原則」を実質化し

ていく上での課題である． 
 このように河道の安定性は河川計画・管理にとって極

めて重要であるが，周知の通り，この問題は古くて新し

い河川工学の課題である．古くは移動床水理が未発達な

状況下で安定な水路の幾何形状と流量の関係を経験的に

見いだそうとする，いわゆるレジーム論1),2)として取り扱

われていた．それと平行して移動床水理も発展を重ね，

今日では安定河道の問題を土砂移動の動的安定性の立場

から理論的に取り扱えるまでになってきているが3)，し

かしながら，河道を形成してきた供給土砂の質と量や，

様々な規模の流量の履歴を考慮した上でセグメント1~3
の広い範囲に適用できるまでには至っていない． 
そのようなことから，レジーム論的ではあるが，河川

計画・管理に資する河川技術の観点から，実河川資料と

次元解析4)や，実河川資料から見いだされた土砂移動の

動的平衡条件に基づく解析5)のように，河川から学ぶこ

とで安定河道の平均スケールを予測しようとする研究も

活発になされている． 
 本研究は，以上のような背景と，安定河道の平均ス

ケールに関する経験式，半理論式および理論式の相互の

関連や，河道の動的安定条件について必ずしもよくわ

かっていないことを踏まえ，まず等流理論から得られる

河道の平均スケールに関する関係式，およびこの関係式

に安定河道の条件(動的平衡条件あるいはレジーム則を

満足する条件)を付加したときに得られる関係式を示し，

次に既存の実河川資料6)に基づき，安定河道の条件を付

加したいずれの関係式もほぼ同程度に河道の平均スケー

ルを予測可能であることを示す．最後に両関係式から動

的平衡条件を求め，動的平衡条件と河道の平均スケール



 

 

に関する関係式の改善法を明らかにする．  

 

２．安定河道の平均スケール 

 
(1) 安定河道の平均スケールを規定する無次元量 

 安定河道の横断形状が川幅Bと平均水深hで表されると

すると，その平均スケールは次の変量で規定される． 

0),,,,,,,( SR1 =ρρgdIhBQf  (1) 

ここに，Q：河道形成流量，I：河床勾配，dR：河床材料

の代表粒径，ρ：水の密度，ρS：粒子の密度，g：重力加

速度である． 
 上式は次元解析より式(2)のようになる．無次元掃流力

τ*(=u*
2/(sgdR))はτ*=(I/s)(h/dR)のように表せるので，h/dRと

B/dRは例えば式(3)のような無次元量で表される． 
 

0),,/,/,/( RR
5
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ここに，h/dR：水深粒径比，B/dR：川幅粒径比，s：粒子

の水中比重(=ρS/ρ-1)である． 
 福岡4)は，一級河川基準地点の河道を対象とし，河道

形成流量Qを計画高水流量として，次元解析とわが国と

海外の実河川および室内実験資料に基づき，次のような

関係を得ている．以下，この関係を福岡の式と呼ぶ． 
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(2) 等流理論に基づく河道の平均スケール 

 河岸部を無視した低水路を対象として，抵抗則として

流速係数φ(=U/u*)を用いれば，等流理論(Q=AU，τ=ρghI，
抵抗則)より直ちに式(6)が得られる．ここに，A：河積，

U：断面平均流速，τ：河床せん断力，u*：摩擦速度

(=(τ/ρ)1/2)である． 

)/()/)(/( 5
R

12/3
RR gIdQdhdB ・−= φ  (6) 

式(6)は次のように変形できる． 
 

5/25
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ここで，係数C1，C2はそれぞれ次のようになり 
 

5/25/-2
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両係数には次の関係がある． 
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 以上のように，h/dR，B/dRに関する関係式がそれぞれ

式(7)，(8)のように得られる．この関係式は福岡の式と

類似しているが，式(7)のQ/(gIdR
5)1/2の乗数が0.4となって

いることや，式(4)と(5)の係数値も含めたものが福岡の

式であることなどの理由から，以下では式(7)と(8)を等

流の関係式と呼ぶこととする． 
 

(3) 安定条件を考慮した河道の平均スケール 

a) 動的平衡条件を考慮した河道の平均スケール 

 山本5)は，沖積河川の低水路の河道形成流量Qを平均

年最大流量(≒低水路満杯流量)と規定した上で，実験お

よびわが国の実河川の資料に基づき，河床の動的平衡条

件，つまり安定河床の無次元掃流力τ*S(=u*S
2/(sgdR))が河

床材料の代表粒径dRで表せることを経験的に見出し，ま

たこの条件と等流理論より低水路の平均スケールがh~I -1，

B~QIのように表せることを明らかにしている．ただし，

動的平衡条件をu*S
2~dRの関係として与えているために，

河道の平均スケールが次元を有し一般性を欠いたものに

なっている．そこでここではτ*Sを動的平衡条件とし，ま

たτ*S=f(dR)のような経験的な関係を仮定せず，平均ス

ケールを求めることとする． 
 動的平衡条件を用いれば，τ*S=u*S

2/(sgdR)とu*S=(ghI)1/2

よりh/dRの関係が式(12)のように得られ，式(6)と(12)より

B/dRの関係が式(13)のように求められる． 
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また式(12)，(13)より，河積Aと川幅水深比B/hは次のよ

うになる． 
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 このように河道の平均スケールは，式(2)で示した無次

元量で表される．以下，式(12)~(15)を安定河道の式Ⅰと

いう．なお，池田ら3)は，礫河川の安定横断形状を理論

的に求めており，河岸部を除いた河道中央部の水深と川

幅はそれぞれh~dR(s/I)，B~Q/(φh(ghI)1/2)のように山本の式

と同様な結果となっている．また誤差の範囲内で山本の

式と一致することも具体的に示されている． 
 このように河道中央部の平均スケールについて両結果

がほぼ同じになる．これは，動的平衡条件としてτ*Sを与

えれば，hは式(12)のように流量Qとは無関係に決まり，

Bは式(6)から定まってくるからである．したがってτ*Sを

用いると，必ずB~Qのような関係になり，後述する流路

形状に関するレジーム則のような関係は得られない． 
b) レジーム則を満足する河道の平均スケール 
 安定河道の条件として，動的平衡条件の代わりに，

B~Q mのように決められるレジーム則を満たす条件を考

える．レジーム則は経験則なのでm値が一律に定まって

いるわけではないが，m=0.5前後の値を取ることが広く

知られている1),2)．ここでは，線形安定理論を用いた安定

川幅の解析からもm=0.5が妥当とされていること7)などの

既往の研究成果も踏まえ，m=0.5と仮定する． 



 

 

 いまQと独立な無次元パラメータαを導入し，

(h/dR)(B/dR)p=αと置くと，式(6)より(B/dR)(-3p+2)/2~Q/(gIdR
5)1/2

となり，B~Q1/2となるための必要条件はp=-2/3となる．

これより，レジーム則を満足する関係が式(16)のように

得られる．なお，αについては後ほど検討する．またレ

ジーム則では，h~Q nの関係において一般にn=0.3~0.4程
度の値を取ることが知られており1),2)，p=-2/3ではn=1/3と
なるので，この点においても式(16)はレジーム則と整合

した条件であると考えられる． 
 

α=− 3/2
RR )/)(/( dBdh  (16) ； 23

R )/(/ hBdh ・α=  (17) 
 

式(16)は式(17)のように書き換えられる．この式(17)は次

元解析と実験資料より得られた砂州の領域区分8)に用い

られた関係と全く同じになっており，またその領域区分

図では砂州のタイプ(単列，複列砂州など)とは無関係に

式(17)の関係が成立しているこのことから，式(16)は水

みちの形成条件，つまり安定した状態にある河道の断面

形の条件として妥当なものであると考えられる．以上を

踏まえ，式(16)を安定河道の条件と呼ぶこととする． 
 安定河道の条件を用いれば，式(6)と(16)より，河道の

平均スケールに関する関係式がφ，Q/(gIdR
5)1/2で表され，

次のように得られる．以下，式(18)~(21)を安定河道の式

Ⅱという． 
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(4) 等流の関係式と安定河道の式Ⅰ，Ⅱとの関係 

 式(7)，(8)の等流の関係式を基準形とし，それと同形

になるように安定河道の式Ⅰ，Ⅱを書き換えると，各々

の係数C1，C2はそれぞれ式(22)と(23)，式(24)と(25)のよ

うに表される．また，安定河道の式Ⅰ，Ⅱのいずれにつ

いてもC1とC２には式(11)の関係が成立する．なお，等流

の関係式の係数は，式(9)，(10)に示したとおりである． 
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このように，安定河道の式Ⅰと安定河道の式Ⅱでは係数

に含まれる無次元量やφ，Q/(gIdR
5)1/2の乗数が全く異なっ

てくる． 
 

３．考察 

 
 わが国の河川資料6)を用いて，安定河道の式ⅠとⅡ，

動的平衡条件等について検討を加える．この資料では，

対象水路は低水路，代表粒径dRは60%粒径d60，hは等流

理論よりh=(Q/(φB(gI)1/2))3/2のように求められているので，

これらの条件を踏まえて以下検討する．なお以下に示す

図では，河床勾配からセグメントを区分し，セグメント

別に資料を色分けしている． 
 
(1) τ＊S～d Rの関係および式(6)の確認 

 図-1は，赤線で示した山本のτ*S~dRの関係5)について確

認したものである．これよりセグメント2-2と3のデータ

はτ*S~dRの関係に沿って分布しているものの，セグメン

ト1と2-1ではデータに散らばりが大きいことが確認でき

る．なお，セグメント2-1のデータの一部が青線で示し

た限界掃流力τ*C未満となっていることから，以下の検討

ではそれらのデータを除いた資料を用いることとする． 
 図-2は，式(6)の関係について確認したものである．先

述したようにh=(Q/(φB(gI)1/2))3/2のように算定されている

ので，式(6)の関係は自動的に満たされる． 
 
(2) 安定河道の式Ⅰの検討 

 図-3は，安定河道の式Ⅰの予測値と実測値を比較した

ものである．なお，予測値を得るためには動的平衡条件

が必要なので，ここでは図-1に赤線で示したτ*S~dRの関

係が成立すると仮定して予測値を求めている． 

 
図-1 τ*S～d Rの関係 

 

  
図-2 (B/d R)(h/d R)

3/2～Φ-1・(Q/(gId R
5)1/2)の関係 

 



 

 

 これからわかるように，全体的に見れば予測値は実測

値を良好に予測している．ただし，やや散らばりが大き

い．式(6)の適合度は図-2で示したとおりなので，図-3に

見られるデータの散らばりはτ*S~dRの関係に起因してい

る．このことは，A/dR
2，B/dR，B/hの順に適合度が悪く

なっていることから裏付けられる．すなわち，h/dR~τ*S

であるので，h/dRはτ*S~dRの関係程度の誤差を有してい

る．また式(13)~(15)において無次元量φ -1・(Q/(gIdR
5)1/2)は

共通で，A/dR
2~τ*S

-1/2，B/dR~τ*S
-3/2，B/h~τ*S

-5/2であるので，

A/dR
2で生じる誤差を基準とすると，B/dRではその3乗，

B/hではその5乗のように誤差が拡大する．特に，図-1で

見たようにセグメント1と2-1では，τ*S~dRの関係との誤

差が大きいので，散らばりも大きくなり，またB/hでは

予測値からの傾向的なずれも生じている． 
 
(3) 安定河道の式Ⅱの検討 

 安定河道の式Ⅱはφ，Q/(gIdR
5)1/2を含んでおり，これら

以外に平均スケールに影響する無次元量としてはs/Iが考

えられることから，αとIの関係について調べたものが

図-4である．ややばらつきは認められるものの，明らか

にα~s/Iなる関係が成立していることが確認できる．I以
外の他の無次元量がαに関与している可能性も残ってい

るが，データ数の関係からこれ以上の検討は困難である

ので，ここではαを次のように表すこととする． 
 

1−= KIα  (26) 
 

 ここに，Kは各セグメントに応じて一定値を取る係数

で，山本の資料に基づけば，セグメント1でK=0.00036程
度，2-1で0.00035程度である．セグメント2-2と3では

データの傾向がやや異なっているが，セグメント3の
データ数の関係からセグメント2-2と3をまとめて評価す

ると，0.00043程度である．このように各セグメントでK
値は若干異なるが，セグメント単位でK値を同定できる

ほど十分なデータ数ではないので，ここでは全セグメン

トに対してK≒0.0004の一定値とすることとする． 
 図-5は，式(26)でK=0.0004として安定河道の式Ⅱより

得られた低水路の平均スケールの予測値と実測値を比較

したものである．安定河道の式Ⅰより全体的にやや適合

度が高くなっており，特にセグメント1と2-1ではかなり

改善されている．このような適合性が得られるというこ

とは，セグメント単位でレジーム則が成立していること

を意味するだけではなく，式(16)と(26)が安定河道の条

件として妥当なものであることを示している． 
 安定河道の式Ⅱでは，各平均スケールのφとQ/(gIdR

5)1/2

に対する依存性が異なるので，安定河道の式Ⅰのように

単純比較はできないものの，データの散らばりは安定河

道の条件中のαに起因している．すなわち，A/dR
2，B/dR，

B/hの順に適合度が悪くなっており，h/dR~α1/2であり，ま

た式(18)~(21)からわかるようにA/dR
2~α-1/4，B/dR~α-3/4，

B/h~α-5/4であるので，A/dR
2で生じる誤差を基準とすると，

 

図-3 安定河道の式Ⅰを用いた予測値と実測値との比較 
 

 
図-4 α～Iの関係 

 

図-5 安定河道の式Ⅱを用いた予測値と実測値との比較 



 

 

B/dRではその3乗，B/hではその5乗となっている． 
 
(4) 等流の関係式と安定河道の式との関係 

 図-3と図-5で見たように，安定河道の式Ⅰ，Ⅱのいず

れも低水路の平均スケールを概ね良好に予測できている．

このことは，安定河道を規定する条件として，τ*S~dRな

る動的平衡条件と安定河道の条件が概ね同様なものと

なっていることを意味する．これを踏まえ，その式形か

ら比較が容易な安定河道の式Ⅱを用いて，等流の関係式

との関係について検討する． 
 図-6，図-7は，資料のみを用いて低水路の平均スケー

ルと安定河道の式Ⅱを構成する無次元量Q/(gIdR
5)1/2，  

φ -1・Q/(gIdR
5)1/2との関係について調べたものである．

図-6より，全セグメントに対しては式 (7)， (8)の
h/dR~(Q/(gIdR

5)1/2)2/5，B/dR~(Q/(gIdR
5)1/2)2/5の等流の関係式

が，各セグメントに対しては式 (18) ， (19) の
h/dR~(Q/(gIdR

5)1/2)1/3，B/dR~(Q/(gIdR
5)1/2)1/2の安定河道の式

Ⅱが成立していることが見て取れる．ただし，等流の関

係式はセグメント1に対して誤差が大きくなる． 
 このように動的平衡条件あるいは安定河道の条件を考

慮すればh~Q1/3，B~Q1/2，しなければh~Q2/5，B~Q2/5のよ

うになると考えられる．なお，等流の関係式が全セグメ

ントに対して一定精度で成立するのは，各セグメントで

Q/(gIdR
5)1/2の取り得る範囲に制約があることと，式(24)，

(25)からわかるようにh/dRとB/dRの関係に関する係数中の

(Q/(gIdR
5)1/2)の乗数がそれぞれ-1/15と1/10のように小さい

ことの両因からである． 
 図-6と図-7の比較より，φはB/dR~Q/(gIdR

5)1/2の関係を

わずかに変化させる程度で，低水路の平均スケールは主

にQ/(gIdR
5)1/2によって規定されていることが確認できる．

図 -7 より，各セグメントに対して B/dR~(φ -1 ・

(Q/(gIdR
5)1/2))1/2の関係が認められる．その一方で，式(13)

はB/dR~τ*S
-3/2・φ -1・(Q/(gIdR

5)1/2)なる関係があることを示

している．このことは，各セグメントのτ*Sはτ*S~(φ -1・

(Q/(gIdR
5)1/2))1/3のようになっており，必ずしもτ*S~dRのよ

うな関係ではないことを示唆している． 
 式(6)の式変形だけで得られる等流の関係式は，福岡の

式と同様に式(7)，(8)の係数値を経験的に定める必要が

ある．資料に基づけばC1とC2はそれぞれ0.06程度，4.40
程度で，C2は福岡の式の式(4)の係数値とほぼ同じである．

一方C1値は福岡の式の半分程度となっている.これは式

(3)の(Q/(gIdR
5)1/2)の乗数が若干異なることなどの理由に

よると考えられる．また式(11)とC1=0.06，C2=4.40を用

いてφ値を評価するとφ≒15.5となり，実河川で取り得る

粗度係数に対応する妥当なφ値となっている．このこと

は，河道形成流量を水路満杯流量とすれば，低水路，全

水路の区別なく，河道の平均スケールを等流の関係式で

取り扱えることを示唆している． 
 
(5) 動的平衡条件の検討 

 以上から明らかなように，安定河道の式Ⅰ，Ⅱの予測

値と実測値の差異は，それぞれτ*S~dRなる動的平衡条件，

安定河道の条件から生じており，いずれの条件も改善が

求められる．τ*S~dRの関係を動的平衡条件とした場合で

は，τ*S~dRの関係が経験則なので改善の方向性は定かで

はない．またセグメント1と2-1のデータの散らばりの原

因(図-1)，τ*S~dRのような関係ではない可能性(図-7)につ

いて合理的な説明が必要である．一方，安定河道の条件

については，多くの資料に基づき式(26)の精度を向上さ

せることによって安定河道の式Ⅱの予測精度を高められ

るので，改善の方向性が明確である． 
 以上の理由から，式(26)を介して動的平衡条件を求め

ることとする．すなわち，式(21)と(23)，式(22)と(24)を
等値すると，式(27)，式(28)が得られる．安定河道の式

Ⅰ，Ⅱのいずれも動的平衡条件と安定河道の条件以外は

共通の関係式である式(6)に基づいているので，式(27)を
式(28)に代入すれば式(28)は自動的に満たされる．した

がって，式(27)がτ*Sを与える関係式であり，同時に安定

河道の式Ⅰとレジーム則とを結びつける関係式でもある． 
 

3/151121 )/()/( RS* gIdQIs −−= φατ ・  (27) 

2/152/32143 )/())/(( RS* gIdQIs −− = ・τφα  (28) 
 

 いまαが式(26)で表せると仮定すれば，K=0.0004，
s=1.65として，動的平衡条件の一つの表し方として式

(29)が得られる．同式は図-7において資料のみから推定

されたτ*S~(φ -1・(Q/(gIdR
5)1/2))1/3の関係とも整合している． 

       
  図-6 h/d R，B/d R～(Q/(gId R

5)1/2)2/5の関係        図-7 h/d R，B/d R～Φ-1・(Q/(gId R
5)1/2)の関係 



 

 

 

3/15 )/)/((012.0 RS* gdQI ・≒ φτ  (29) 

 

 図-8は，式(29)に基づきτ*S~dRの関係について検討した

ものである．図中の実線は各セグメントの取り得るdRの

範囲(セグメント1で2cm以上，2-1で1~3cm，2-2と3で
1cm以下)を考慮して示した回帰曲線である． 
 これより，山本が経験的に得たセグメント2-2の関係

は，実は式(29)のτ*S~dR
-5/6の関係を表したもので，セ 

グメント1と2-1の資料の散らばりも実は散らばりではな

くτ*S~dR
-5/6の関係を表したものであることがわかる．式

(29)からわかるように，dRの乗数は-5/6なので支配的な物

理量であり，また各セグメントでdRと無次元限界掃流力

τ*Cの取り得る範囲が限定されているために，山本が示し

たセグメント2-1の関係は良い近似となっている．しか

し，セグメント1と2-2では必ずしもそうとはいえない． 
図-9は，式(29)を用いて計算されたτ*Sと，τ*Sの実測値

を比較したものである．同図より，図-8で見られたセグ

メント1と2-1のデータの散らばりが小さくなり，セグメ

ント1~3の広い範囲で両者が良好に適合していることが

確認できる．このように，τ*SはI/φとQ/(gIdR
5)1/2によって

規定されている．なおφとFroude数Fr(=(Q/(B(gh3)1/2))には，

φ=Fr・I-1/2なる関係があるので，式(29)は式(30)のように

も表せる．式(30)は，例えば川幅や平均水深が既知な河

道の安定性の判断，平均河床高と高水敷高の比高差を一

定に保った川幅設定の検討などにおいて便利である． 
 

3/152/3 )/)/((012.0 RS* gdQFrI ・≒τ  (30) 
 

 

４．まとめ 

 
 本研究より得られた主要な知見を以下に示す． 
 (1) レジーム則を満足する安定河道の条件と安定河道

の式Ⅱを提案し，この式と動的平衡条件を満足する安定

河道の式Ⅰの予測結果を実河川資料と比較することで，

動的平衡条件を考慮した安定河道の式Ⅰがレジーム則を

満たした関係式となっていることを明らかにした． 
 (2) 全セグメントに対しては，等流の関係式

(h/dR~(Q/(gIdR
5)1/2)2/5，B/dR~(Q/(gIdR

5)1/2)2/5)が，各セグメン

トに対しては，安定河道の式Ⅰあるいは安定河の式

Ⅱ(h/dR~(Q/(gIdR
5)1/2)1/3，B/dR~(Q/(gIdR

5)1/2)1/2)が成立してお

り，動的平衡条件あるいは安定河道の条件を考慮すれば

h~Q1/3，B~Q1/2，考慮しなければh~Q2/5，B~Q2/5のように

なることを明らかにした． 
 (3) 山本のτ*S~dRの関係の問題点を指摘するとともに，

安定河道の式ⅠとⅡより，動的平衡条件の一つの表し方

として式(29)を提示するとともに，安定河道の式Ⅰ，Ⅱ

の改善の方向性を明らかにした． 
 なお，本論文で用いた資料のうちセグメント2-2以外

のデータ数は必ずしも十分ではない．今後はセグメント

1などの実河川データを収集し，式(26)の精度向上を図り，

動的平衡条件および河道の平均スケールの予測式の精度

を向上させたいと考えている． 
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図-8 τ*S～d R

-5/6の関係 
 

   
図-9 τ*Sの予測値と実測値との比較 
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